
新 0日 本史入門 近代から現代へ (第5回) 2011年3月 5日

敗戦と戦後復興

1,占領と民主化  →米の極東戦略

戦後世界の開始とアジア

国際平和ヘー国際連合の設置

国際通貨基金 (IMF)と 国際復興開発銀行 (世界銀行 )

民族独立運動―インドネシア :ス カルノ、ヴェ トナム :ホー・チ・ ミン

朝鮮 :米 ソ軍の進駐 (38度線 )

日本の占領 と東京裁判

1945/8/30 降伏文書の調印

連合国の占領機構                     【史料 1】

対 日理事会とGHQ― 間接統治―実際は米による「単独支配」―米の「対 日政策」

1946/5-極東国際軍事裁判→A級戦犯=28名 、 7名 死刑、 B・ C級戦犯裁判

対 日占領政策の展開=初期の占領政策 :非軍事化と民主化

1945/10、 GHQ:五 大改革指令=女性の解放、労働組合結成の奨励

・学校教育の民主化・専制政治の撤廃 。経済機構の民主化

・ 1946/1 天皇の人間宣言   【史料 2】 ←皇室財産の凍結 。国家と神道の分離

政党の復活→公職追放 (戦争協力)

1946/4 総選挙=20歳以上の男女に選挙権

民主化の波と2・ 1ゼネス ト

日本農民組合・部落解放全国委員会・総同盟・産別会議→労働運動の盛 り上がり

1947/2/1:ゼ ネス トを計画→GHQの 介入―総選挙の実施

社会主義政党内閣 (片 山哲)の誕生→昭電疑獄事件→吉田内閣

2,日本国憲法と戦後改革

日本国憲法の制定 →三原則 *主権在民 *平和主義 *人権尊重  【史料 3】

1945/10 GHQ:憲 法改正を指示―翌年 2月 、試案完成→マッカーサー拒否

マッカーサー草案→部分修正されて、1947/H/β 公布、48/5/3施行

農地改革と財閥解体

農地改革 (第一次、第二次)=寄生地主制の廃上、小作農民の自立  【史料 4】

財閥解体=4大財閥+23の 財閥←銀行は残された

労働改革と教育の民主化

労働組合法 (1945/12)、 労働関係調整法 (1946/9)、 労働基準法 (947/4)

アメリカ教育使節団の来日、

教育刷新委員会 (1946/8):学校教育法 【史料 5】 ・教育基本法・教育委員会 (公選制)

3,国民生活の復興

復員 と引揚げ 。戦災孤児・傷庚軍人・バラック・買出し。闇市 。「尋ね人の時間」など

ラジオ放送・スポーツ  ょみがえる文化と学術

4,対 日政策の転換と朝鮮戦争 ←社会主義の脅威 (ソ連・北朝鮮 。中国 。ベ トナム)
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冷戦の始まりと占領政策の転換 米―資本主義国とソ連―社会主義国との対立

トルーマン・ ドクトリン :ト ルコとギリシャの援助

マーシャル・プラン :ヨ ーロッパの軍備増強と経済復興←→コメコン (ソ連 と東欧)

影響→独 :ドイツ連邦共和国とドイツ民主共和国

朝鮮 :大韓民国と朝鮮民主主義人民共和国  中国 :中華人民共和国と台湾

中華人民共和国の樹立→米の占領政策の転換

=安定した資本主義体制へ (反共の防壁) 【史料 9】

政令 201号 (公務員の争議権の否定)と 経済安定 9原則の実施を命令  【史料 10】

ドッジラインと占領政策の変更

ジョセフ・ ドッジの来日―経済安定 9原則の実施 (ド ッジライン)-1ド ル 360円
シャウプ勧告一課税の強化 と法人税の軽減→企業倒産と失業者一不況→反対運動

下山事件・三鷹事件・松川事件 (1949)+レ ッドパージ (1950)→反対運動の挫折

朝鮮戦争と再軍備―朝鮮戦争の勃発 (1950/6)

派遣された占領軍の穴を埋める→警察予備隊の設立と海上保安庁の増員←批判の声

経済的には「特需」―アメリカ軍への物資・サービス調達需要→再軍備への期待

5,講和・独立から国際社会への復帰

講和条約と日米安保条約  【史料 6・ 7】

米一日本の独立→講和条約の締結ヘー単独講和と安全保障条約一米軍の駐留を意図

ソ連 。中国、東欧諸国の反対     国内でも「全面講和」を求める運動

サンフランシスコ講和条約 (1951/9)、 連合国 48カ 国と調印

日米安保条約も一基地の無償提供と防衛分担金  内容は 「日米行政協定」で決定

国内体制の再編

破壊活動防止繕   警察予備隊→保安隊・海上警備隊 (1952)→ 自衛隊 (1954)

相互防衛援助協定一日本の防衛力増強のための兵器援助

基地反対闘争 ―米軍による基地拡張要求→大規模な反対運動

石川県内灘試射場 。北富士演習場・立川砂川の基地拡張・沖縄伊江島など

吉田内閣 :ゆるやかな再軍備→鳩山一郎ら=憲法改正と再軍備を主張―日本民主党ヘ

55年体制と国際社会への復帰

憲法改正の動き 社会党の統一←→保守合同二自由民主党=55年 体制

日ソ国交回復 (1956年 )【 史料 8】 。国連加盟 ビルマ 。フィリピンと国交回復

周恩来 (中 国)と ネール (イ ンド)一 平和五原則

アジア・アフリカ会議 (1955)― バン ドン十原則=非同盟 。中立の第二世界

日本 :第五福竜丸の被爆→原水爆禁止署名運動―第一回原水爆禁止世界大会 (広島)

岸内閣の成立  アジアとの協調と経済的進出の足がかり

平和運動と反基地闘争の弾圧―教育委員会の公選制から任命制、勤務評定制度など

安保反対運動―安保改定阻上国民会議

6,経済の復興と発展 1956年の『経済白書』―「もはや戦後ではない」 【史料 11】

→高度経済成長政策

東南アジアヘの賠償事業一日本の大企業が請け負 う→東南アジア進出の足がかり

テ レビの誕生 (1953年 )  「三種の神器」=テ レビ。洗濯機 。冷蔵庫
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II史料 1】 ァメリカあ対 日方針

― 軍事占領 ……占領軍ハ米国ノ任命スル最高司令官ノ指揮下二在ルモノトス。協 |

議及適当ナル諮問機関ノ設置二依り,主要連合国ワ満足セシムベキ・・・…有ラユル努

カヲ尽スペキモ,主要連合国二意見ノ不二致ヲ生ジタル場合二於テハ,米国ノ政策

二従フモノトス。

二 日本国政府 トノ関係 天皇及日本国政府ノ権限ハ………切ノ権カヲ有ス′レ__.●~n

令官二従属スルモノトス。……日本国政府ハ,最高司令官ノ指示ノ下二国内行政事

項二関シ通常ノ政治機能ヲ行使スルコ トフ許容セラルペシ。……右方針ハ日本国ニ

素ケル現存ノ政治形態ヲ利用セントスルモノニシテ之ヲ支持セントスルモノニ:[ズ。
|

農地改革の進展

年  次

面

積脇
322
153 2

一Ｐ
　

数

自作農 30% 56%

自小作 44% 36%

小作農 26′

`

8%

５

一

料

一

陵

教
育
基
本
法
（抄
×
昭
二
二
、
法
二
五
）
　
　
‐

わ
れ
ら
は
、
さ
き
に
日
本
国
憲
法
を
確
定
し
、
民
主
的
で
文
化
的
な
国
家
を
建
設
し
て
、
世
界
の
平
和
と
人
類
の
福
祉
に
貢
献
し

よ
う
と
す
る
決
意
を
示
し
た
。
こ
の
理
想
の
実
現
は
根
本
に
お
い
て
教
育
の
力
に
ま
つ
べ
き
も
の
で
あ
る
。

わ
れ
ら
は
個
人
の
尊
厳
を
重
ん
じ
、
真
理
と
平
和
を
希
求
す
る
人
間
の
育
成
を
期
す
る
と
と
も
に
、
普
遍
的
に
し
て
し
か
も
個
性

ゆ
た
か
な
文
化
の
創
造
を
め
ざ
す
教
育
を
普
及
徹
底
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

こ
こ
に
日
本
国
憲
法
の
精
神
に
則
り
、
教
育
の
目
的
を
明
示
し
て
新
し
い
日
本
の
教
育
の
基
本
を
確
立
す
る
た
め
、
こ
の
法
律
を

制
定
す
る
。　
　
　
　
　
　
　
　
・

第

一
条

（教
育
の
目
的
）
　

教
育
は
、
人
格
の
完
成
を
め
ざ
し
、
平
和
的
な
国
家
及
び
社
会
の
形
成
者
と
し
て
、
真
理
と
正
義
を
愛

し
、
個
人
の
価
値
を
た
っ
２
び
、
勤
労
と
責
任
を
重
ん
じ
、
自
主
的
精
神
に
充
ち
た
心
身
と
も
に
健
康
な
国
民
の
育
成
を
期
し
て

行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
条

（教
育
の
機

・会
均
等
）
①
す
べ
て
国
民
は
、
ひ
と
し
く
そ
の
能
力
に
応
ず
る
教
育
を
受
け
る
機
会
を
与
え
ら
れ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
も
の
で
あ

っ
て
、
人
種
、
信
条
、
性
別
、
社
会
的
身
分
、
経
済
的
地
位
又
は
門
地
に
よ
っ
て
教
育
上
差
別
さ
れ
な
い
。

②
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
能
力
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
経
済
的
理
由
に
よ
っ
て
修
学
困
難
な
者
に
対
し
て
、
奨
学
の
方
法

を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
八
条

（政
治
教
育
）
①
良
識
あ
る
公
民
た
る
に
必
要
な
政
治
的
教
養
は
、
教
育
上
こ
れ
を
尊
重
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

②
　
法
律
に
定
め
る
学
校
は
、
特
定
の
政
党
を
支
持
し
、
又
こ
れ
に
反
対
す
る
た
め
の
政
治
教
育
そ
の
他
政
治
的
活
動
を
し
て
は
な

ら
な
い
。

【史料4】 【史料3】 【史料2】

天
皇
の
人
間
宣
言

新
憲
法
の
制
定

日
本
国
民
は
、
正
当
に
選
挙
さ
れ
た
国
会
に
お
け
る
代
表
者
を
通
じ
て
行
動
し
、
わ
れ
ら
と
わ
れ
ら
の
子
孫

の
た
め
に
、　
諸
国
民
と
の
協
和
に
よ
る
成
果
と
、　
わ
が
国
全
土
に
わ
た
っ
て
自
由
の
も
た
ら
す
恵
沢
を
確
保

し
、
政
府
の
行
為
に
よ
っ
て
再
び
戦
争
の
惨
禍
が
起
る
こ
と
の
な
い
や
う
に
す
る
こ
と
を
決
意
し
、
こ
こ
に
主

権
が
国
民
に
存
す
る
こ
と
を
宣
言
し
、　
こ
の
憲
法
を
確
定
す
る
。
●
…
わ
れ
ら
は
平
和
を
維
持
し
、
専
制
と
隷

従
、
圧
迫
と
偏
狭
を
地
上
か
ら
永
遠
に
除
去
し
よ
う
と
努
め
て
ゐ
る
国
際
社
会
に
お
い
て
、
名
誉
あ
る
地
位
を

０

占
め
た
い
と
思
ふ
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（日
本
国
憲
法
前
文
）

惟
フ
ニ
長
キ
ニ
亘
レ
ル
戦
争
ノ
敗
北

二
終
リ
タ
ル
結
果
、
我
国
民
ハ
動
モ
ス
レ
バ
焦
躁
一一流

レ
、
失
意
ノ
淵

二
沈
冷
セ。
ン
ト
ス
ル
ノ
傾
キ
ア
リ
、
詭
激
ノ②
風
漸
ク
長
ジ
テ
道
義
ノ
念
頗
ル
衰

へ
、
為

二
思
想
混
乱
ノ
兆
ア
ル

ハ
洵
二
深
憂

二
堪

ヘ
ズ
。

然
レ
ド
モ
臆

ハ
耐
雛
国
民
卜
共

二
在
り
、
常

二
利
害
ヲ
同
ジ
ウ
れ
粥
麟
ヲ③
舛
タ
ン
ト
欲
ス
。
朕
卜
爾
等
国
民

ト
ノ
間
ノ
紐
帯

ハ
終
始
相
互
ノ
信
頼
卜
敬
愛
ト
ニ
依
リ
テ
結
バ
ン
、
単
ナ
ル
神
話
卜
伝
説
ト
ニ
依
リ
テ
生
ゼ
ル

モ
ノ
ニ
非
ズ
¨
天
皇
ヲ
以
テ
現
御
神
卜①
シ
、
■
日
本
国
民
ヲ
以
テ
他
ノ
民
族

二
優
越
セ
ル
民
族

ニ
シ
テ
「
延
テ

世
界
ヲ
支
配
ス
ベ
キ
運
命
ヲ
有
ス
ト
ノ
架
空
ナ
ル
観
念

二
基
ク
モ
ノ
ニ
モ
非
ズ
。



【史料6】【史料81
【史料7】

サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
平
和
条
約

第

一
章
　
平
　
和

第

一
条
（
ａ
）

日
本
国
と
各
連
合
国
と
の
間
の
戦
争
状
態
は
゛
第
二
十
三
条
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
こ
の
条

．

約
が
日
本
国
と
当
該
連
合
国
と
の
間
に
効
力
を
生
ず
る
日
に
終
了
す
る
。

（
ｂ
）

連
合
国
は
日
本
国
及
び
そ
の
領
水
に
対
す
る
日
本
国
民
の
完
全
な
主
権
を
承
認
す
る
。

第
二
章
　
領
　
域

第
二
条
（
ａ
）

日
本
国
は
、
朝
鮮
の
独
立
を
承
認
し
て
、
済
州
島
、
巨
文
島
及
び
鬱
陵
島
を
含
む
朝
鮮
に
対
す

る
す
べ
て
の
権
利
、
権
原
及
び
請
求
権
を
放
棄
す
る
。

（
ｂ
）

日
本
国
は
、
台
湾
及
び
膨
湖
諸
島
に
対
す
る
す
べ
て
の
権
利
、
権
原
及
び
請
求
権
を
放
棄
す
る
。

（
ｃ
）

日
本
国
は
、
千
島
列
島
並
び
に
日
本
国
が
千
九
百
五
年
九
月
五
日
の
ポ
ー
ツ
マ
ス
条
約
の
結
果
と
し

て
主
権
を
獲
得
し
た
樺
太
の

一
部
及
び
こ
れ
に
近
接
す
る
諸
島
に
対
す
る
す
べ
て
の
権
利
、
権
原
及
び
請

求
権
を
放
棄
す
る
。

第
二
条
　
日
本
国
は
、
北
緯
二
十
九
度
以
南
の
南
西
諸
島

（琉

球

諸
島
及
び
大
東
諸
島
を
含
む
）、　
嬌
婦
岩
の
南

の
南
方
諸
島

（小
笠
原
群
島
、
西
之
島
及
び
火
山
列
島
を
含
む
）
並
び
に
沖
の
鳥
島
及
び
南
鳥
島
を
合
衆
国
を
唯

一　
　
一
の
施
政
権
者
と
す
る
信
託
統
治
制
度
の。
下
に
お
く
こ
と
と
す
る
国
際
連
合
に
対
す
る
合
衆
国
の
い
か
な
る

提
案
に
も
同
意
す
る
。
こ
の
よ
う
な
提
案
が
行
わ
れ
且
つ
可
決
さ
れ
る
ま
で
、
合
衆
国
は
、
領
水
を
含
む
こ

れ
ら
の
諸
島
の
領
域
及
び
住
民
に
対
し
て
、
行
政

・
立
法
及
び
司
法
上
の
権
力
の
全
部
及
び

一
部
を
行
使
す

①

る
権
利
を
有
す
る
も
の
と
す
る
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
´

第
二
章
　
安
　
全

第
六
条
（
ａ
）

連
合
国
の
す
べ
て
の
占
領
軍
は
、
こ
の
条
約
の
効
力
発
生
の
後
な
る
べ
く
す
み
や
か
に
、
ユ
つ
、

い
か
な
る
場
合
に
も
そ
の
後
九
十
日
以
内
に
日
本
国
か
ら
撤
退
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
但
し
、
こ
の
規
定

は
、　
一
又
は
二
以
上
の
連
合
国
を

一
方
と
し
、
日
本
国
を
他
方
と
し
て
双
方
の
間
に
締
結
さ
れ
た
…
…
協
定

に
基
く
…
…
外
国
軍
隊
の
日
本
国
の
領
域
に
お
け
る
駐
と
ん
又
は
駐
留
を
妨
げ
る
も
の
で
は
な
い
。

日
米
安
全
保
障
条
約
①

第

一
条
　
平
和
条
約
及
び
こ
の
条
約
の
効
力
発
生
と
同
時
に
、
ア
メ
リ
カ
合
衆
国

の
陸
軍
空
軍
、
及
び
海
軍

を
日
本
国
及
び
そ
の
附
近
に
配
備
す
る
権
利
を
、
日
本
国
は
許
与
し
、
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
は
こ
れ
を
受
諾
す

る
。
こ
の
軍
隊
は
極
東
に
お
け
る
国
際
の
平
和
と
安
全
の
維
持
に
寄
与
し
、
並
び
に
、　
一
又
は
二
以
上
の
外

『̈
動は「̈
】嶼取呻綺呻」に̈
嗽利中『静』は̈
『一刹颯〔御協』棚観̈
『「物向動̈
¨

武
力
攻
撃
に
対
す
る
日
本
国
の
安
全
に
寄
与
す
る
た
め
に
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る③
。

、

（
日
本
と
ソ
ヴ

エ
ト
社
会
主
義
共
和
国
連
邦
と
の
共
同
宣
言
）

一
、
日
本
国
と
ソ
ヴ
エ
ト
社
会
主
義
共
和
国
連
邦
と
の
間
の
戦
争
状
態
①
は
、
こ
の
宣
言
②
が
効
力
を
生
ず
る

日
に
終
了
し
、
両
国
の
間
に
平
和
及
び
友
好
善
隣
関
係
が
回
復
さ
れ
る
。

二
、
日
本
国
と
ソ
ヴ
エ
ト
社
会
主
義
共
和
国
連
邦
と
の
間
に
外
交
及
び
領
事
関
係
が
回
復
さ
れ
る
。
両
国
は
、

大
使
ら
資
格
日
有‐
ず
る
外
交
使
節‐
な
遍
滞
が
ぐ
交
換
ナ
び
■
の
と
す
る
。

四
、
ソ
ヴ
エ
ト
社
会
主
義
共
和
国
連
邦
は
、
国
際
連
合
へ
の
加
入
Ｏ
に
関
す
る
日
本
国
の
申
請
を
支
持
す
る
も

の
と
す
る
。

六
、
ソ
ヴ

ェ
ト
社
会
主
義
共
和
国
連
邦
は
、
日
本
国
に
対
し

一
切
の
賠
償
請
求
権
を
放
棄
す
る
。

九
、
日
本
国
及
び
ソ
ヴ
エ
ト
社
会
主
義
共
和
国
連
邦
は
、
両
国
間
に
正
常
な
外
交
関
係
が
回
復
さ
れ
た
後
、
平

和
条
約
の
締
結
ｏ
に
関
す
る
交
渉
を
継
続
す
る
こ
と
に
同
意
す
る
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・

ソ
ヴ
ェ
ト
社
会
主
義
共
和
国
は
醸
本
国
の
要
望
に
答
え
、
か
つ
日
本
国
の
利
益
を
考
慮
し
て
、
齢
舞
群
島

お
よ
び
色
丹
島
ｏ
を
綱
本
国
に
引
き
渡
す
こ
と
に
同
意
す
る
。
た
だ
し
、
こ
れ
ら
の
諸
島
は
日
本
国
と
ソ
ヴ

エ
ト
社
会
主
義
共
和
国
連
邦
と
の
間
の
平
和
条
約
が
締
結
さ
れ
た
後
に
、
現
実
に
引
き
渡
さ
れ
る
も
の
と
す

２

つ

。
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●
ロ
イ
ヤ
ル
陸
軍
長
官
演
説

「日
本

を
全
体
主
義
の
防
壁
へ
」

回

一
九
四
八

（昭
和
二
十
三
）
年

一

月
一ハ
日
、
サ
ン
Ｚ
フ
ン
シ
ス
コ
で

の
演
説
。
大
統
領
は
ト
ル
ー
マ
ン

ロ
国
　
時
事
年
鑑

時
事
通
信
社
発
行
。
一
九
四
九
（昭

和
二
十
四
）
年
版

０
経
済
安
定
九
原
則
指
令

回

一
九
四
八

（昭
和
二
十
三
）
年
十

二
月
十
八
日
、
Ｇ
Ｈ
Ｑ
の
特
別
発

表
に
よ
る
指
令
。
第
二
次
吉
国
内

閣
。　
一
九
四
八

（昭
和
二
十
三
）

年
十
二
月
十
九
日
の
記
事

回
金
融
機
関
貸
出
し
は
経
済
復
興
に

役
立
つ
も
の
だ
け
に
制
限
す
る

ロ
ド
ッ
ジ
”
ラ
イ
ン
に
よ
り

一
九
四

九

（昭
和
二
十
四
）
年
四
月
、　
一

ド
ル
ーー
三
六
〇
円
を
さ
れ
た

国
国
　
二
八
五
ベ
ー
ジ
参
照

●
も
は
や
「戦
後
しで
は
な
い

同
国
一　
昭
和
三
十

一
年
度
経
済
白
書

経
済
企
画
庁
編
。　
一
九
五
六

（昭

和
三
十
一
）
年
発
行
。
経
済
企
画

庁
調
査
課
が
毎
年
作
成
す
る
経
済

の
現
状
と
政
策
に
関
す
る
年
次
報

告
書

●
ロ
イ
ヤ
ル
陸
軍
長
官
演
説

「日
本
を
全
体
主
義
の
防
壁
へ
」

１
、
日
本
の
降
伏
直
後
聞
明
さ
れ
た
ア
メ
リ
ヵ
の
政
策
の
目
的
の
背
後
に
あ
る
考
え
は
、
将
来

の
日
本
の
侵
略
防
止

―
―
非
武
装
化
に
よ
る
直
接
の
防
止
と
、
再
び
侵
略
戦
争
の
精
神
を
発
展
せ
し
め
る
こ
と
の
な
い
よ
う
な
性
質
の
政
府

を
樹
立
す
る
こ
と
に
よ
る
間
接
の
防
止
で
あ

っ
た
。
…
…

２
、
爾
来
世
界
の
政
治
と
経
済
に
、
国
防
上
の
諸
問
題
と
人
道
的
考
え
に
新
た
な
事
情
が
生
じ
た
。
ア
メ
リ
カ
の
今
後

の
方
針
を
決
定
す
る
に
当

っ
て
、
い
ま
や
こ
れ
ら
の
変
化
を
十
分
考
慮
に
い
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
、
占
領
の
政
策
面
に
お
け
る
責
任
を
分
担
す
る
陸
軍
省
お
よ
び
国
務
省
は
、
政
治
的
安
定
の
維
持
之
将
来
と
も
自
由

な
政
局
を
継
承
せ
し
め
る
た
め
に
、
健
全
に
し
て
自
立
的
な
経
済
が
な
け
れ
ば
な
ら
ぬ
こ
と
を
知

っ
て
い
る
。
ア
メ
リ

カ
は
占
領
地
域
に
対
す
る
拠
済
資
金
に
年
々
数
億
ド
ル
の
負
担
を
い
つ
ま
で
も
継
続
で
き
ず
、
被
占
領
国
が
自
国
の
生

産
と
輸
出
品
を
も

っ
て
お
の
が
必
要
と
す
る
も
の
に
支
払
い
得
る
と
き
は
じ

め
て
か
か
る
援
助
を
後
顧
の
憂
い
な
く
停

止
し
う
る
。

４
、
…
Ｉ
ア
メ
リ
ヵ
は
町
本
に
十
分
自
立
し
う
る
程
度
に
強
力
に
し
て
安
定
せ
る
と
同
時
に
、
今
後
東
亜
に
生
ず
る
か

も
知
れ
ぬ
新
た
な
全
体
主
義
的
戦
争
の
脅
威
に
対
す
る
妨
害
物
の
役
目
を
果
し
う
る
自
足
的
民
主
主
義
を
確
立
す
る
日

（時
事
年
鑑
）

的
を
有
し
て
い
る
。

●
経
済
安
定
九
原
則
指
今

今
回
の
経
済
復
興
計
画
が
と
く
に
目
ざ
す
と
こ
ろ
は
、

０
極
力
経
費
の
節
減
を
は
か
り
、
ま
た
必
要
で
あ
り
、
か
つ
適
当
な
り
と
考
え
ら
れ
る
手
段
を
最
大
限
度
に
講
じ
て
真

に
総
予
算
の
均
衡
を
は
か
る
こ
と
。

②
徴
税
計
画
を
促
進
強
化
し
、
脱
税
者
に
対
す
る
刑
事
訴
追
を
迅
速
広
範
囲
か
つ
強
力
に
行
う
こ
と
。

０
信
用
の
拡
張
は
日
本
の
経
済
復
興
に
寄
与
す
る
た
め
の
計
画
に
対
す
る
ほ
か
は
厳
重
制
限
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
保
証

□
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
´

す
る
こ
と
。

０
賃
金
安
定
実
現
の
た
め
効
果
的
な
計
画
を
立
て
る
こ
と
。

同
現
在
の
物
価
統
制
を
強
化
し
、
必
要
の
場
合
は
そ
の
範
囲
を
拡
張
す
る
こ
と
。

０
外
国
貿
易
統
制
事
務
を
改
善
し
、
ま
た
現
在
の
外
国
為
替
統
制
を
強
化
し
、
こ
れ
ら
の
機
能
を
日
本
側
機
関
に
弥
継

い
で
差
支
え
な
き
に
い
た
る
よ
う
に
意
を
用
い
る
こ
と
。

０
と
く
に
出
来
る
だ
け
輸
出
を
増
加
す
る
見
地
よ
り
現
在
の
資
材
割
当
配
給
制
度
を

一
そ
う
効
果
的
に
行
う
こ
と
。

Ｑ

一
切
の
重
要
国
産
原
料
，
お
よ
び
製
品
の
増
産
を
は
か
る
こ
と
。

０
食
糧
集
荷
計
画
を

一
そ
う
効
果
的
に
行
う
こ
と
。

以
上
の
計
画
は
単

一
為
替

レ
ー
ト
の
設
定回
を
早
期
に
実
現
さ
せ
る
途
を
開
く
た
め
に
は
ぜ
ひ
と
も
実
施
さ
れ
ね
ば
な

ら
ぬ
も
の
で
あ
る
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（朝
日
新
聞
）

●
も
は
や
「戦
後
」で
は
な
い

き
ん
ぺ
ん

戦
後
日
本
経
済
の
回
復
の
速
か
さ
に
は
誠
に
万
人
の
意
表
外
に
で
る
も
の
が
あ

っ
た
。
そ
れ
は
日
本
国
民
の
勤
勉
な

努
力
に
よ
っ
て
培
わ
れ
、
世
界
情
勢
の
好
都
合
な
発
展
に
よ
っ
て
育
く
ま
れ
た
。

し
か
し
敗
戦
に
よ

っ
て
落
ち
込
ん
だ
谷
が
深
か
っ
た
と
い
う
事
実
そ
の
も
の
が
、
そ
の
谷
か
ら
は
い
上
る
ス
ピ
ー
ド

を
遠
か
ら
し
め
た
と
い
う
事
情
も
忘
れ
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
経
済
の
浮
揚
力
に
は
事
欠
か
な
か
っ
た
。
経
済
政
策
と

し
て
は
、
た
だ
浮
き
揚
る
過
程
で
国
際
収
支
の
悪
化
や
イ
ン
フ
レ
の
壁
に
突
き
当
る
の
を
避
け
る
こ
と
に
努
め
れ
ば
良

か
っ
た
。
…
…
い
ま
や
経
済
の
回
復
に
よ
る
浮
揚
力
は
ほ
ぼ
使
い
尽
さ
れ
た
。
な
る
ほ
ど
、
貧
乏
な
日
本
の
こ
と
故
、

世
界
の
他
の
国
々
に
く
ら
べ
れ
ば
、
消
費
や
投
資
の
潜
在
需
要
は
ま
だ
高
い
か
も
し
れ
な
い
が
、
戦
後
の
一
時
期
に
く

ら
べ
れ
ば
、
そ
の
欲
望
の
熾
烈
き
は
明
か
に
減
少
し
た
。
も
は
や

「戦
後
」
で
は
な
い
。
わ
れ
わ
れ
は
い
ま
や
異

っ
た

事
態
に
当
面
し
よ
う
と
し
て
い
る
。
回
復
を
通
じ
て
の
成
長
は
終

っ
た
。
今
後
の
成
長
は
近
代
化
に
よ
っ
て
支
え
ら
れ

る
。
そ
し
て
近
代
化
の
進
歩
も
速
か
に
し
て
か
つ
安
定
的
な
経
済
の
成
長
に
よ
っ
て
初
め
て
可
能
と
な
る
の
で
あ
る
。

（昭
和
三
十

一
年
度
経
済
白
書
）



【追加】朝鮮戦争までの経緯

米・ソー北緯 38度線による分割占領の合意

朝鮮隼国準備委員会による「朝鮮人民共和国」の建国宣言

ソ連の支持、米の反対←反共主義

米軍の上陸―軍政を敷く

10月 10日 :アーノル ド軍政長官が 「朝鮮人民共和国」を否認する声明

:ス ターリンによる「北朝鮮占領方針」=北朝鮮だけの政権組織の樹立

米・英・ソの外相会議-5年後に統一政権を樹立する決定→実現されず

1945年

8月 上旬

9月 6日

9月 9日

9月 20日

12月

1947年

9月

1948年
8月 15日

9月 2日

国連総会一米の提案 した統一案が採択

・朝鮮全土で中央政府樹立のための総選挙の実施

・監視のための国連 「臨時朝鮮委員会」の設置

実際は南朝鮮だけの選挙→北朝鮮の反発・済州島の人民の蜂起

:李承晩を大統領とする「大韓民国」が樹立 (ソ ウル )

金 日成を首相とする「朝鮮民主主義人民共和国」が樹立 (平壌)

1950年
6月 25日 :北朝鮮軍が 「祖国解放戦争」を名 目に 38度線 を越える← ソ連 。中国の承

米軍の仁川上陸 (マ ッカーサー)→ 38度線 を越 えて侵攻      認

中国が人民解放軍を投入-38度 線付近で膠着状況

1953年
7月 27日 :休戦協定



国
空
襲
と
原
爆
投
下

四
敗
戦
と
占
領

叫血 大 正  明治  江 戸 安土桃山 室 町  鎌 倉  平 安  奈 良 古墳・飛鳥 弥 生  縄 文

敗戦と連合国による占領

四
敗
戦
と
占
領

戦
争
が
つ
い
に
終
結

「占
領
の
時
代
」
始
ま
る

五
大

改

革

＞

た  倉

宣言発丸 甫 X抒
…

鵬 縣 語
日本の無条件降1945年

7月 26日 連合国、ポツダム

明

::=了 颯 布告´… 聞 X・麟 …… … >理 が日沖 蛛 約神 棄して参戦し

、千島に侵攻。ソ連の仲介を満州や樺
発 本の和平工作は潰えた。頼みとするI

9日 長崎に原爆投下。

10日 御前会議でボツダム宣言受諾を決定 (国体護持が条件 )。

14日 御前会議でポツダム宣言の無条件受諾を決定。

陸軍の一部、降伏阻止をはかる。…………………

15日 ポツダム宣言受諾のラジオ放送 (玉音放送)。

28日 連合国軍、日本本土へ進駐開始。

30日 マッカーサー、厚木に到着。

9月 2日 米艦ミズーリ上で降伏文書に調印。

27日 昭和天皇、マッカーサーを訪問。

10月 2日 東京にGHQが設置される。

11日 マッカーサー、幣原喜重郎内閣に

五大改革指令を発する。……………

1946年

1月 1日 昭和天皇による「人間宣言」。

「現御神 (あきつみかみ)」 とされた

天皇が神格を否定。

5月 3日 東京裁判開廷。

→ 1948年 11月

25被告に有罪判決。

東条英機ら7人が絞首刑、

他18人が禁固刑となつた。

……)玉 音放送のレコード奪取、宮城占拠を画

策するが、15日未明に鎮圧。

・ 婦人解放      ・ 圧政的諸制度の撤廃

・ 労働組合の助長   ・ 経済の民主化

・ 自由主義教育

V
20歳以上の女性に選挙権を与える。

労働者の団結権、団体交渉権、争議権を保障。

軍国主義的な教育を禁止。

財閥解体や独占禁止法制定、農地解放を実施。

諮
問  対日理事会 (AC」 )

→

日本占領の体制

極東委員会 (FttC)

墓 鷲 子Iび男
ン
璽彗≡∃

構成国 米、英、仏、ソ、中をはじめとする

11カ国 (のち13カ国)

↓
基本方針

ァメリカ政府彎藝

↓多旨令
連合国軍最高司令

官総司令部 (GHQ)

贔司嘲零λ―サ_甘 麗成昌柔選ん、中
(SCAP)

M府 日

貯施∝
ツダ

1]柔檀勇皇

軍
国
主
義
か
ら
民
主
主
義
へ

Ｇ
Ｈ
Ｑ
に
よ
る
占
領
政
策

１
９
４
５
年
８
月
１５
日
正
午
、
昭
和
天
皇

は
ラ
ジ
オ
で
全
国
民
に
敗
戦
を
告
げ

（
玉
音

放
送
）、
真
珠
湾
攻
撃
か
ら
約
４
年
に
わ
た
る

長
い
戦
争
が
終
わ
っ
た
。
日
本
政
府
は
国
体

護
持

（天
皇
制
の
維
持
）
に
固
執
し
た
が
、
広

島

。
長
崎
へ
の
原
爆
投
下
や
ソ
連
の
参
戦
も

あ
り
、
つ
い
に
ポ
ツ
ダ
ム
宣
言
を
受
諾
、
連
合

国
に
無
条
件
降
伏
し
た
の
で
あ
る
。

８
月
末
か
ら
連
合
国
軍
が
次
々
に
進
駐
を

開
始
し
、
９
月
２
日
に
は
降
伏
文
書
に
調
印
。

日
本
は
正
式
に
連
合
国
軍
の
占
領
下
に
置
か

れ
た
。
以
後
、
ア
メ
リ
カ
の
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
を

最
高
司
令
官
と
す
る
Ｇ
Ｈ
Ｑ
（連
合
国
軍
最

高
司
令
官
総
司
令
部
）
に
よ
り
、
ア
メ
リ
カ
主

導
の
占
領
政
策
が
進
め
ら
れ
た
。
形
式
的
に

は
連
合
国
に
よ
る
共
同
統
治
だ
っ
た
が
、
実

質
的
に
は
ア
メ
リ
カ
の
単
独
占
領
で
、
進
駐

し
た
兵
士
も
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
が
ア
メ
リ
カ
軍

兵
士
だ
っ
た
。

Ｇ
Ｈ
Ｑ
は
間
接
統
治
方
式
を
と
り
、
日
本

政
府
を
通
し
て
非
軍
事
化

・
民
主
化
政
策
を

実
施
し
て
い
っ
た
。
陸
海
軍
を
い
ち
早
く
解
体

す
る
と
と
も
に
、
戦
争
犯
罪
人
を
逮
捕
。
戦

争
関
係
者
を
公
職
か
ら
追
放
し
、
財
閥
や
多

数
の
小
作
農
を
抱
え
た
寄
生
地
主
制
を
「
軍

国
主
義
」
の
温
床
と
し
て
解
体
し
た
。

ま
た
、払
凋
安
維
持
法
を
廃
止
し
て
思
想
や

宗
教
、
政
治
活
動
の
自
由
を
確
立
。
女
性
の

参
政
権
を
実
現
さ
せ
た
ほ
か
、
教
育
の
民
主

化
も
進
め
ら
れ
、
小
中
学
校
は
男
女
共
学
と

な
っ
た
。

そ
の
後
１
９
５
２
年
、
日
本
は
サ
ン
フ
ラ

ン
シ
ス
コ
平
和
条
約
の
発
効
で
独
立
を
回
復

す
る
が
、
沖
縄
は
１
９
７
２
年
ま
で
ア
メ
リ
カ

の
統
治
下
に
置
か
れ
た
。

木戸幸一撃殷聖2駆否鍵酉認壽蓄醗観
I誅
蒲導導鬱響濶裔妻と亀激 、猛 )と魔凛

[1889-1977] 条から離れて終戦工作に奔走、天皇に敗戦を「聖断」させる。戦後、A級戦犯として終身禁固刑を受けるが、のち釈放された。

玉音放送を聞き、涙を流す人びと。
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1945年

Jコ ll旦 マッカーサー、幣原喜重郎首相に憲法改正を示唆。
近衛文麿 (3、みまろ)が独自に改正に動くが、政府は無関心だつた。

10月 25日 1憲法問題調査委員会を設置。
国務大臣松本柔治 (じ ょうじ)を委員長に、美濃部達吉
(みのべたつきち)らが改正に着手。

①天皇の統治権維持、②議会

坐叩 o日 松本、憲法改正の4原則を公表。  の権限拡充、③国務大臣は国
務全般に責任をもつ、④国民

1946年                   の自由と権利を保護。

_l月 り l委員会案がまとまる。

_嬰 :亘1毎日新聞、委員会案をスクープ。    2月 3日

GHQ、 マッカーサー3原則

■ ■ 8BI政府、GHQに改正案を提出。    (天 皇は国の元首、戦争放

大日本帝国憲法とほとんど内容    棄、封建制撤廃)に基づく

的に変化がなかつた。         GHQ案 を作成開始。

4月 1ラ百1政府、憲法改正草案を発表。

画 面ョ1憲法改正案が可決される。  審議のなかで国民主権
芦田均 (ひとし)を委員長と   が確定。また、第9条に
する改正案委員会で修正が   自衛のための戦力保持
加えられて成立。       に含みを残す 1文 を付

明 治 江戸  安土桃山 室 町  鎌 倉 平 安 奈 良 古墳・飛鳥 弥 生 縄 文

日本国憲法制定までの流れ

P月 13日 IGHQ、 政府改正案を拒否。
GHQは政府案を破棄し、GHQ
案にもとづく修正案作成を要求。

3月 2日 GHQ案 をもとに政府

改正案完成。

自由権を法律の範囲内に制

限するなどの修正をして完

成したが、GHQに よりさらに

修正が加えられた。

政党・民間団体による改正案

政府とは別に、積極的に憲法

改正案の作成に取り組み、

GHQ案に大きな影響を与えた。

日本共産党

「新憲法の骨子」

天皇制廃止、国民主権などを

主張。

高野岩三郎

「日本共和国憲法私案要綱」

天皇制廃止、大統領を元首と

する共和制採用を主張。

憲法研究会

「憲法草案要綱」

天皇を国家的儀礼専任とし、

国民主権、自由権などを主張。

GHClに高い評価を受ける。

漢字、かな交じりの

わかりやすい国語体

で発表、内容的にも

世論の賛同を得る。
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■
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加 (声田修正)。

l]月 ,日 1日 本国憲法公布
明治節 (明治天皇誕生日)

を選んで公布。各地で記念
祝賀会が開催された。

1947年

o月 3日 ,日 本国憲法施行
GHQにより、東京裁判開廷
1周年にあたるこの日が選
ばれたという。

回
民
主
主
義
へ
の
道

日
本
国
憲
法
誕
生
！

新
生
日
本
の
ス
タ
ー
ト

民
主
化
の
象
徴
と
な
っ
た
日
本
国
憲
法
。

だ
が
、
「主
権
在
民
Ｌ
平
和
主
義
」

「基
本
的
人
権
の
尊
重
」
の
３
原
則
は
、

Ｇ
Ｈ
Ｑ
が
考
え
た
も
の
だ
っ
た
。

紆
余
曲
折
を
経
て
誕
生
し
た

日
本
国
憲
法

１
９
４
５
年
１０
月
、幣
鼎
吾
重
酢
内
閣
は
Ｇ

Ｈ
Ｑ
の
指
示
を
受
け
、
国
務
大
臣
檸
本
鷲
治し

を

た
委
損
脹
写
［痣
雌
週
題
調
査
委
員
会
」
を
設

置
、大
日
本
帝
国
憲
法
の
改
正
に
乗
り
出
し

た
。
し
か
し
、
憲
法
改
正
を
民
主
化
の
重
要

課
題
と
す
る
Ｇ
Ｈ
Ｑ
に
対
し
、
政
府
も
学
者
ら

も
そ
の
必
要
性
を
感
じ
て
い
な
か
っ
た
。

そ
の
後
、
委
員
会
は
１
９
４
６
年
初
め
ま

で
に
改
正
試
案
を
ま
と
め
た
。
し
か
し
、
天

皇
の
統
治
権
を
基
本
的
に
容
認
す
る
な
ど
、

旧
憲
法
と
ほ
と
ん
ど
変
わ
ら
な
い
内
容
だ
っ

た
。　
一
方
で
、
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
は
Ｇ
Ｈ
Ｑ
に
よ

る
改
正
案
作
成
に
踏
み
切
る
。
委
員
会
の
試

案
が
新
聞
に
ス
ク
ー
プ
さ
れ
、
そ
の
あ
ま
り
の

保
守
性
に
政
府
を
見
限
っ
た
の
で
あ
る
。

１
９
４
６
年
２
月
、
Ｇ
Ｈ
Ｑ
は
政
府
が
提
出

し
た
改
正
案
を
却
下
。
「
象
徴
天
皇
制
、
戦
争

放
棄
、
基
本
的
人
権
の
尊
重
」
を
掲
げ
た
Ｇ

Ｈ
Ｑ
案
を
つ
き
つ
け
、
フｃ
れ
を
も
と
に
新
た
な

改
正
案
を
作
る
よ
う
政
府
に
迫
っ
た
。

政
府
は
民
主
化
を
徹
底
す
る
Ｇ
Ｈ
Ｑ
案
に

戸
惑
っ
た
も
の
の
、
Ｇ
Ｈ
Ｑ
に
強
硬
に
主
張
さ

れ
れ
ば
、
受
け
入
れ
る
し
か
な
か
っ
た
。
こ
の

こ
ろ
、
各
国
か
ら
天
皇
の
戦
争
責
任
を
追
及

す
る
声
が
高
ま
っ
て
お
り
、
反
面
、
円
滑
な
占

領
政
策
に
天
皇
を
必
要
と
し
た
マ
ッ
カ
ー
サ

ー
と
し
て
は
、
是
が
非
で
も
要
求
を
飲
ま
せ

る
必
要
が
あ
っ
た
の
だ
。

１
９
４
６
年

４
月
、
政
府
は
Ｇ
Ｈ
Ｑ
案
に

基
づ
く
憲
法
改
正
草
案
を
発
表
。
議
会
の
審

議
を
経
て
、
「
月
３
日
に
「
日
本
国
憲
法
」
と

し
て
公
布
さ
れ
、
翌
１
９
４
７
年
５
月
３
日

に
施
行
さ
れ
た
。
こ
う
し
て
日
本
は
、
民
主

主
義
国
家
と
し
て
新
た
な
ス
タ
ー
ト
を
切
っ

た
の
で
あ
る
。

1936年に完成した

国会議事堂。
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 140[1"l-1989] 伏を決定した。戦後は「人間宣言Jこより自ら神格を否定し、「象徴天皇Jと して平和外交に努めた。


